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lV コンビュータ会計研究の基本視角

一一むすびにかえて一一

近年，情報処理機としてのコンビュータと情報伝達機としての通信機器の飛躍的な発達と広

範な普及はめざまいものがあり，このことが経済活動や企業経営，社会生活に大きなインパ

クトを与えている。そして，このような事態はさまざまな学問研究の分野にも影響を及ぼして

おり，旧来の理論的枠組みに対する見直しゃ新い、理論の構築に関する議論が盛んに行われて

きている。

会計学の分野においても，本来的に会計が有する計数処理的性質に由来して，会計処理のコ

ンピュータ化。、わゆるコンビュータ会計〉が早くから進み，それを前提にして，会計学の理

論的関心が従来の期間損益計算の会計から，意思決定に資する企業情報や会計情報の提供・開

示の会計へと移行してきている。それゆえ，現在，会計学においてキーワードのようになって

いるのは，資本や利益などではなく，コンビュータ，情報，情報システム，あるいは意思決定

といった言葉である。

本稿は，このような会計学の状況をふまえて，ともすれば単なる技術論に陥りがちなコンビ

ュータ会計の研究を，社会科学の一環として研究する場合に，どのような基本視角をもつべき

であるかを明らかにしようとしている。しかし，そのためにはコンビュータ会計に深い関連の

ある会計理論の検討，ならびにその背景理論ともなっている現代社会論の検討が必要であると

考える。そこで，本稿では，次のような頗序で考察を進めることにする。

まず最初に，コンビュータ技術と通信技術の飛躍的な発達による大量の情報の処理伝達シス

テムの発展を基礎にして，現代資本主義社会が社会的・経済的・政治的に大きく変容しつつあ

り，近い将来に資本主義社会に代わる新しい社会すなわち人間にとって「バラ色の未来社会」

が到来するであろうと主張するいわゆる「情報化社会J1)論を検討する。というのは，この現

1)現在のところ「情報社会」や「情報化社会」とLサ用語は論者によってさまざまな合意をもって使
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代社会論としての「情報化社会」論は，近年の意思決定指向の新しし、会計理論(情報会計論と

か，会計情報論，会計情報システム論などの名称で呼ばれている〕では，明示的にではあれ暗一

示的にではあれ，議論の前提にされている場合が多いと思われるからである。

次に，こうした「情報化社会」論の検討をふまえながら，なんらかの形でその影響を受けて

登場してきた思われる新しい会計理論である会計情報論の展開を簡単に振り返り，その特質を

論じることにする。

最後に，以上の考察を通じて，コンビュータ会計研究を単なる技術論的研究としてではなし，

社会科学の一環として位置づけるうえでの基本視角を提示することにする。

II r情報化社会J論と生産関係視点

1 ベルの社会発展史論と「情報化社会」論

コンピュータ技術と通信技術の急速な発達とその社会的に広範な普及が，資本主義社会の特

質を大きく変容させつつあり，やがて近い将来には資本主義社会に代わる新たな社会を出現さ

せるであろうとL、う魅力ある「パラ色の未来社会」論として「情報化社会」論が広く喧伝され

ているのは，よく知られたところである。このような未来社会論としての「情報化社会」論のJ

形成に多大な貢献をした著名な人物といえば，ベル(D.Bell)やトアラー(A.Toffier)などが

思い起こされる 2)。また，わが国でもさまざまな「情報化社会J論が論じられているが，その

基礎には肯定的な評価であれ否定的な評価であれ，彼らの議論の影響をみてとることができる。、

本稿は，最終的に社会科学の一環としてのコンビュータ会計研究の基本視角を提示すること

を目的としているが，そのためには資本主義とLづ体制把握の問題が重要であると思われるの

で，これに関連する限りで「情報化社会」論を検討するつもりであろ。ぞれゆえ，とこでは，

単純な技術ユートピア的未来社会論としての「情報化社会」論ではなく，現代資本主義の経済

的・政治的・社会的・文化的な詰問題や諸矛盾の存在を意識しながら，哲学的・理論的伝「脱

工業社会」としづ名称で未来社会を論じているベルの議論を手がかりに「情報化社会」論を検

討することにする。

ぺ Jレは，西洋社会，すなわち先進資本主義社会の社会的枠組みの変化に関する予測として

「脱工業社会Jを論じている。それでは，ベルは「脱工業社会」をどのように規定しているの

用されており，また「情報社会」と「情報化社会Jの区別もあまり明確なものではなL、。そこで，本

稿では便宜的に「情報化社会」で統一することにする。

2) r情報化社会」論に関するベルとトフラーの代表的な著作には， 次のものがある。 DanielBell， 

The Coming 01 Post-Industγial Society， 1974.内田忠夫ほか訳『脱工業社会の到来(上)(下)~

ダイヤモンド社， 1975年，一AlvinToffier， The Thiγd Wave， 1980.徳山二郎監修・鈴木健次ほか訳

『第三の波』日本放送出版協会， 1980年。
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であろうか。ベノレは， r脱工業社会は，工業社会が財を生産する社会であったのと同じように少

〔情報を生産する1情報化社会であるJ3)([ ユ内は引用者による補筆。以下同様〉と規定し

ている。つまり， r工業社会J= r財の生産社会」と対置する形で， r脱工業社会J= r情報

化社会」としている。しかし，こうした議論はベルのオリジナルのものではなしたとえばマ

クルーハンらによる同様の議論がありり，彼らに共通しているのは， r情報化社会」における.

知識ないレ情報の強調である。

さらに，ベルが「脱工業社会J= r情報化社会」論を論じるとき，社会構造発展論として，

マルクスの史的唯物論〈唯物史観〉における経済的下部構造=生産様式論による社会発展史が

意識されている。すなわち，ベルは， r社会の経済的下部構造というマルクスの考え方では，

生産様式が，生産の社会関係(財産〉と生産技術(機械〉の二つに分けられているJ5) とし，

このようなマルグスの理解のうえに，自らの社会発展の歴史を， r財産仁社会関係〕の軸にそ

って，封建主義，資本主義，社会主義を描くことができる。技術〔生産力】の軸にそって，前

工業，工業，脱工業の図式を措くととができるJ6)と論じてし可。つまり，ベルは，社会発展

の歴史を，

生産め社会関係の視点- 封建主義→資本主義社会→社会主義社会

生産力=技術の視点・・・・・・…前工業社会→工業社会→脱工業社会

という 2つの系列の図式で描いているのである。

このように，べJレの社会発展史は，多分にマノレクスのそれを意識したものであるが，決定的

なところでマルクスのそれと相違しており，重大な問題点を合んでいる。

ひとつは，ペルの議論はマルクスの生産様式論における生産関係と生産力と Lサ概念を利用

するような形で2つの系列の社会発展史を論じているが， しかしペルの議論で、は，生巌関係と

生産力はまったく分離していて，お互いに外的な関係でしかないことである。マルグスの生産

様式論における生産関係と生産力との関係は，ある生産閣係はその時点の生産力の程度に応じ

て成立し，生産力はその生産関係に規定されながら発展するが，やがて生産力のそれ以上の発

展にとっては生産関係それ自体が桓槍となり，新たな生産力に対応しようと古い生産関係が新

しし、生産関係にとって代わられる〈もちろんこうした生産関係の転換は自動的崩壊ではない)，

というように互いに密接な内的対応関係にあり，ベルのようにまったく分離した外的関係では

ないのである。

第2に，ベルのいう「生産の社会関係」とは，実は，マルクスの「生産関係」概念とはまっ

たく異なるものである。たとえば，ベルが想定している資本主義的社会関係とは，マルクスめ

3) Bell， ibid.， 1974， p.467.前掲訳者， 624ページ。

4) Cf.， Marshall McLuhan， Understanding Media， 1967. 

5) Bell， ibid.， 1974， p.40-41.前掲訳書， 59ページ。

6) Daniel Bell，“Reply to Peter N. Stearns，" Society， Vol. 11， No. 4， p.23. 
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丸、う資本主義的生産関係ではなくて，財産の配分関係である。つまり，ベルの資本主義的社会

I関係は，剰余価値の生産を決定するものではなくて，その配分を決定するだけであり，ベルの

:議論lこi土，マルクスの理論にとって決定的に重要な問題である剰余価値の生産，すなわち搾取

の問題は完全に脱落し，財産の単なる配分の問題にすり替えてし、るのである。そして，このよ

うな単なる財産の配分という考え方は，べJレがマルクスの理論を意識しながらも，実際には新

←古典派経済学の理論的枠組みのうえにのって理論を構築していることを示す証左といえるであ

ろう。

第 3に，ぺJレは， 2つの系列の発展段階を示してはいるが，たとえば，マルクスは「資本主

目義の発展において，社会関係が最も重要なものになり，高度に極化された階級闘争に至ると考

えた。しかし， この極化は生じなかった。最も重要になったのは技術と産業イじであったJ7)，

あるいは「生産力(技術)が，社会の主要な軸として社会関係を転換するJ8) と述べているよ

うに，彼の全体的論理においては，生産力=技術に優位性をおいて社会発展史をみているので

ある。しかし，これは，生産がそノの生産と同時に生庄関係の生産(維持〉でもあるというマ

ルクスの根本的な視点の欠如以外のなにものでもないだろう。

以上からわかるように，べJレの社会発展史論は，マルクスの社会発展史論(史的唯物論〉を

;意識し援用しているかのようにみえながら，実際にはマルクスのそれとは似て否なるものなの

である。ベルの社会発展史論l土，経済理論的には新古典派経済学を土台にし，生産力=技術の

発展の視点から構築された技術決定論的社会発展史論といえるものである。

それゆえ，ベルの社会発展史論にとって，技術は重要な概念となっている。ベルによれば，

技術は「増大する生産性の基礎」であり， 1"生産性は経済生活を転換しているj9) し，また

「宮の着実な増加と生活水準の上昇を平和的な手段によってなすことjl0) を約束するものとし

てとらえられている。そして， 1"工業社会j= 1"財の生産社会」の中心的特質をなすものを

「機械技術」とし，それに対して， 1"工業社会」から「脱工業社会J= 1"情報化社会」への転

換の担い手であるともに， 1"脱エ業社会J= 1"情報化社会」の中心的特質をなすものを知識と

情報ととらえ11〉，この知識と情報に関連した技術を「知的技術」とよんでいる12)。ヘルによれ

7) Bell， ibid.， 1974， p.41.前掲訳書， 59ページ。

8) Op. cit.， p.80.前掲訳書， 110ページ。

9) Op. cit.， p.191.前掲訳書， 258ページ。

10) Op. cit.， p. 274.前掲訳書， 357ページ。

11)ペルは「知識と情報が脱工業社会の戦略的資源と転換の担い手になっているJe ¥、っている(Daniel

Bell，“The Social Framework of the Information Society，" in Michael L. Dertouzos and Joel 

Moses (eds.)， The Computer Age: A Twenty-Year Vieω， 1979， pp. 193-194. )。

12) Bell， ibid.， 1974， p. 29. また， ベルは「知的技術」に関して1979年の論文で次のようにも述べて

L、る。

「これらの方法ヒ情報理論，サイバネティックス，意思決定理論，ゲーム理論，確率論，線形計商

法などの理論や技法1は，直接的判断をアルゴリズム(すなわち，決定規則〉に変えようとするもの
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ぱ，この知的技術とは具体的には，情報理論，サイバネティッグス，意思決定論，ゲーム理論併

効用理論，確率論，さらには線形計画法などとL、った理論や技法のことを指してL唱。

このように，ペルにとって，社会の発展は「富の着実な増加と生活水準の上昇」すなわち生

産性の向上とそれによる経済成長を意味し，その基礎(手段〕として技術が位置づけられてい

る。そして「腕工業社会J= r情報化社会」の段階(質的に新しい社会発展の段階〉への転換

にとって重要視されるのが，知識と情報であり，知的技術である。つまり，知的技術という概

念は，ベルの「脱工業社会J= r情報化社会」論にとってキ一概念なのである。

2 ロビンスとウェプスターによるベルの「情報化社会」論批判

ところで，こうした知的技術概念をキ一概念とするベルの「脱エ業社会J= r情報化社会J，

論を，ロビンス (K.Robins)とウェブスター (F.Webstre)は，テーラー (F.W. Taylor) 

の科学的管理論と関連づけて，次のように述べている。

「私たちは，脱工業社会論の輪郭が，テーラー哲学の中にあるということをはっきりみてと

ることができょう。ベルにとってもテーラーにとっても，生産性が社会病理の万能薬なのであ岨

る。そしてまた，ペルにとってもテーラーにとっても，生産性が，合理性，効率性，計画と統;

合的に結びついているのである。ベルにしたがえば，そうした合理性は，思考の作業と実行の

作業を分離する技術的分化を必然的に暗示する。この点で，まさに，テーラーは，ベルの先駆

者である。テーラーによって示された工場レベルでの肉体労働と精神労働の体系的な分離は，

ベルのシナリオのなかで，社会全体にまで拡大されたと議論することができょう。J13)

引用が少し長くなったが，ロビンスとウェプスターはぺJレの議論の核心をテーラーの科学自'"

管理論のなかに見いだしている。ロビンスとウェプスターによれば，テーラーの科学的管理の

重要な課題のひとつである「計画部門」の設置は，資本主義的生産と蓄積を促進する最も決定:

的な第1のステップである「精神労働と肉体労働の意図的な分離」としてとらえられている。

そして，このようなテーラーによる精神労働と肉体労働の意図的な分離(計画部門の設置〉の・

意義を次のようにみている。すなわち，テーラーの計画部門の設置は，第1に，なによりも生

産性を増大させるための手段であるが， しかしまたこれは資本主義的生産過程においては最大

である。こうしたアルゴリズムは，自動機械，コンピュータ・プログラム，なんらかの統計的ないし

数学的公式に基づく教授法に具体化されるかもしれないし，判断の『公式化』とそうした公式の多様

な状況に対する日常的な適応を出現させるかもしれない。知的技術が紅織や企業の管理で支配的にな

るにつれて，機械技術が工業社会の中心であったのと同様に，知的技術は脱工業社会の中心的特質に

なるJ(Bell， ibid.， 1979， p.167)。

13) Kevin Robins and Frank Webster，“The Information as Capital : A Critiqu巴 ofDaniel Bell，" 

in Jennifer Daryl Slack and Fred Fejes (eds).， The Ideology of lnfo門natioπAge，1987. ジ

ェニファー・ D・スラック/フレッド・フェジェス編(岩倉誠一/岡山陰監訳)~神話としての情事医

社会』四本評論社， 1990年， 127ページ。
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の剰余価値生産を保障するためのものであること，第2に，そしてこれがより根本的に重要な

ものであるが，労働過程に対する資本家の統制や支配を確立するためのものであること14ろと

みている。そして，テーラーの集中化された計画部門という考え方は，ペルが知的技術の集中

的管理者としてとらえている知識エリートの考えの輪郭になっているし，テーラーの「古い知

識を集め分析し，組わけし，分類して，法則規則として，もって科学を作りあげるJ15) とL、う

考えは，ベルの知的技術の考えを予想するものとしている16)。

とのように，ロピンスとウェプスターは，精神労働と肉体労働の意図的な分離か、う視点か

ら，テーラーとベルの考え方の直接的な関連性をみてとり，ベルの議論はテーラーの工場レペ

Jレでの精神労働と肉体労働の意図的な分離を社会全体にまで拡大させたものとし，ベルの「脱

工業社会J= i情報化社会Jを，テーラー主義の直接的継続であり，その社会全体への拡大で

あるとしづ意味で， i社会テーラー主義」とみなしている17)。

そして，ロピンスとウェブスターが，精神労働と肉体労働の分離の長期的な歴史過程のなか

で，ペルの「情報化社会」をデーラー主義の社会全体までへの拡大(社会テーラー主義〉と位

置づけるとき，テーラーの科学的管理が資本主義的生産関係の確立(したがってまた資本主義

拘管理の確立〕であるとL、う規定は，基本的に，そのままベルの「情報化社会」論にまで拡張

され， i社会テーラー主義の形態としての〔ぺルの〕情報化社会は，産業資本主義の社会関係

を単に拡大し，強化したものであるJ18) と結論づけられている。

また，ロビンスとウェブスターのこのような議論の基礎には，マルグスの資本主義的生産過

程の二重性(労働過程と価値増殖過程〉の認識がある。ロビンスとウェブスターによれば，労

髄過程すなわち技術的側面は確かに一連の変換ないし転換を経てきたが， しかしそれは価値関

係に従属するものであり，その関係を通じて，生産の社会的過程に対する資本主義的支配およ

びその継続が表現されるとし， したがって，コンピュータや電気通信の表面的な出現を「テク

ノロジー草命」とはみなさず，それを資本主義的生産闘係への技術的介入という歴史のなかで

の最も新しL、段階とみている19)。このような資本主義的生産過程のこ重性の認識に基づくとき，

"̂ -ルの「脱工業社会J= i情報化社会」論は，コンビュータ技術や通信技術の飛躍的な発展に

14)向上訳書， 128ページ。

15) Fredrick W. Taylor， The Principles of Scientific Management， 1947， p. 140. 上野陽一訳・

編『科学的管理法』産業能卒大学出版部， 1969年， 332-333ページ。

16)スラック/フェジェス編，前掲訳書， 128ページ。

17)向上訳書， 130ページ。

18)同上訳書， 141ページ。なお，同じような内寄として，次のようにも述べている。「私たちの主張は，

この〔ぺjレの〕情報社会l土， [精神労働と肉体労働の分離の]歴史的な文脈でみる限り，古典的には，

科学的管理の下手人達によって開始された過程の拡大と先鋭化以外のなにものでもないということで

あるJ(同ヒ訳書， 125ページ〉。

19)同上訳書， 13臼ページ。
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よる労働過程の表面的な変化だけしかみなし、，つまり技術的側面だけしかみない皮相な社会理

論であり，さらにしづならば，むしろ意識的に価値増殖過程の側面である資本主義的生産関係

の視点を無視しているとL、う意味ではイデオロギー的役割を強く担っている社会理論であると

←考えられる。

さて，以上のぺJレの社会発展史論および「情報化社会J論の検討を通じてえられたベルの議

論の特徴をまとめてみれば，次のようにいえるだろう。すなわち，ペルの議論で、は，その根底

」こ，経済の成長がしたがってまた生産性の向上が社会の諸問題を解決する万能薬であり，その

ためには技術の発展が決定的に重要で、あるとL寸技術決定論的な視点があり，技術の発展=生

，産力の増大が生産関係に規定されたものであるとし、う生産関係視点はまったく抜け落ちてしま

っている。したがって，ベルの「情報化社会」論は，現在のコンビュータ技術や情報技術の発

達が資本主義的生産関係の枠内でのそれに規定された発展であり，資本主義的生産関係を維

持・強化するための手段であるとL汁生産関係視点がまったく顧みられず，むしろコンピユー

タ技術や情報技術およびそれを利用するための適切な理論や技法である知的技術によって現代

資本主義の諸矛盾が解決できるかのようにみなす技術決定論による「情報化社会」論といえる

のである。つまり，このような技術決定論的[情報化社会止論は，資本主義の諾矛盾を隠蔽す

る体制擁護的イデオロギーの役割を演じているのである。しかも重要なことは，こうした技術

決定論的考え方は，ベノレに代表される「情報化社会」論だけに典型的に現れているのでなく，

次に考察する会計情報論にもその影響を色濃く残していることである。

E 会計情報論の展開とその特質

1 会計情報論の形成と ASOBAT

1960年代以降，会計学は新しL、方向への模索の過程にある。それは，一方で，コンビュータ

の出現による情報処理技術や情報通信技術の発達と L、った技術的要因が外的動因になったこと

はいうまでもないが， 他方において， オペレーションズ・リサーチ (Operations.Research， 

以下ORと略〉をはじめとして，サイバネティックス，行動科学，情報理論，システム理論，

コミュニケーション理論，意思決定理論，測定理論などの会計学の隣接諸科学からの会計学へ

の大きなインパグトが内的動因となっている。すなわち，従来の会計理論を母体としながら，

コンピュータを主軸とする情報の処理・伝達の按術の発達，および新しし、分野として次第に体

系化されつつあった隣接諸科学の成果の導入を核として，いわゆる「情報化社会」に適応するよ

うに装いを新たにした会計理論が形成されてきているのである。具体的には， EDP (Electronic 

-Data Processing :電子データ処理〉会計ないしコンピュータ会計と時ばれる会計処理のコン

ピュータ化を前提にして，会計情報論とか，あるいは情報会計論，会計情報システム論などと

l呼ばれる新しい会計理論が登場してきたのである(なお，以下では特別に断わらない限り新し
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い会計理論の総称として会計情報論を使用する〉。

ところで，最初にアメリカで，また少し遅れてわが国で，大企業を中心に汎用大型コンビュ

ータが導入され，日常的な記帳事務が次々と EDP化されるようになったのは， 1950年代後半

から60年代前半にかけてであり，そのころから EDP会計やコンピュータ会計却、う用語が登

場しはじめている。また，このような会計のEDP化の技術的環境的整備とともに， OR，サ

イバネティックス，システム論，行動科学なとの研究成果によって明らかにされつつあった'情

報と意思決定との関連の議論を会計学に導入することによって，会計のシステム性や会計情報

概念についての議論も起こりはじめていた。そしてこうした事態は，会計の領域の拡張や，そ

れにともなう新たな一般理論の構築とそのための方法論への関心の高まりとなって現れたので

ある。

1966年にアメリカ会計学会が公表した『基礎的会計・理論報告書~ (A Statement of Basic: 

Accounting Theory，以下 ASOBATと略〉は，まさに，このような会計のEDP化の普及，

会計の領域の拡張，そのための方法論と一般理論の模索といった過程のなかで，つまり会計の

システム性や会計情報概念について必ずしも一致した見解がなく多様な議論が行われていた時~

期に登場した画期的な所産である。換言すれば， ASOBATの公表は，これを契機に「情報化弘

社会」に適合的な新しい会計理論=会計情報論が本格的に展開されるようになったひとつの大

さな国期をなすものである。なお， ASOBATが公表された時期は，情報技術的lニはさらに進

んで，いわゆる第3世代コンビュータが出現し，中央の汎用大型コンピュータと端末機によっ

て構成されるコンピュータ・システムによるオンライン・リアルタイム方式化が図られ，また

MIS (Management Information System:経営情報システム〕および AIS(Accounting In-

formation System :会計情報システム〉などと呼ばれる情報システム化が志向されはじめた時

期である。

それでは，会計情報論の構築にとって， ASOBATはとのような意義をもっているのだろうi

か。周知のように， ASOBATは，会計を「情報の利用者が事情に精通して判断や意思決定を

行うことができるように，経済的情報を識別し，測定し， 伝達するプロセスであるJ20)， ある

し、は「会計は各種の活動に適用しうる測定プロセスである。会計はまた，経済的意思決定のた

めに情報を提供する特殊な応用情報システムでもあるJ21)と定義している。すなわち， ASOB 

ATでは，会計は，情報の利用者の判断や意思決定のために役立つ経済的情報を提供するもの

であり，本質的にひとつの情報システムであるということを出発点にして，会計学を情報理論

の一分肢として位置づける形で会計の拡張を行っている22)。

20) American Accounting Association (A. A. A)， A Statement 01 Basic Accounting Theoγy， 1966. 

p.1.アメリカ会計学会(飯野利夫訳)W基礎的会計理論』国元書房， 1969年， 2ページ。

21) Op. cit.， p.64.向上訳書， 93ページ。

22) r会計は本質的には一つの情報システムである。もっと正確にいえば，会計は情報の一般理論を効
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そして ASOBATは，情報利用者の意思決定のために役立つべき会計情報のあるべき特性を

示すものとして， r情報の有用怯」の概念から出発して， r目的適合性j，r検証可能性j，r不偏

性j，r量的表現可能性」という 4つの会計情報基準を提示している。 ASOBATにおいて，こ

のような会計情報の基準が提示された理由は， もちろん，その技術的な背景としてコンビュー

タの普及・発達による情報処理技術の発展があヮたことはL、うまでもないが，これが公表され

る以前から会計情報とL、う概念が論者によってかなり自由にしかも拡張されて用いられていた

ので，会計情報概念、を上記のような一組の「基準」によって定義づける必要があったからであ

る。すなわち， ASOBATが，企業によるコンビュータの導入とそれによる企業の情報処理の

変化という急速に変化しつつある時代の先行きを予見して，新しL、時代に適合的な会計理論を

構築するための基礎として会計情報を規定しようとしたのは明らかである。

しかし， ASOBATが規定した会計情報基準は，会計情報それ自体のいわば直接的な識別基

準心、うものではなく，会計担当者(アカウンタンけの活動における判断基準として展開さ

れたものであるということに留意すべきであろう。つまり， r会計情報の諸基準を満たすもの

であると会計担当者が判断しさえすれli情報の利用者にとって有用な会計情報になる」却とい

うことである。そして，こうした情報の利用者あるいは情報の有用住を論理の基軸として，行

動科学や意思決定論などを駆使し，また「情報理論を援用することによって，会計担当者は，

彼等の理性，判断および経験などをその活動の依りどころとする， きわめて弾力的な，融通性

の強L、，いわゆるオペレーショナルな会計を展開することJ24)になったというのが， ASOBAT 

の理論内容の真の理解であろう。

2 ASOBAT以降の展開

次に ASOBAT以降の展開をみると，一方では， ASOBATが提示した会計情報基準をめぐ

る議論が盛んに行われるとともに，他方では， 1-測定一般の中に占める会計測定の固有性に対

する論理分析J25) としての会計測定論が展開されていったが，やがて両者を総合する試みも現

れている。すなわち， r会計が生み出す数量情報の構造的側面・機能的側面をともに分析の視

野に入れつつ9 情報科学的な観点から会計概念を再構成しようとすろ試みがそれで，いわゆろ

果的な経済活動に関する問題に適用したものである。会計はまた，量的表現された意思決定のための

情報を提供する一般情報システムのうちでの大部分を占めている。……会計は活動主体の一般情報シ

ステムの一部分であるとともに，情報概念と境を接している基本的領域の一部分でもあるJCOp. cit.， 

p.64.河上訳書， 92ページ〉というように，会計を情報システムの最も重要な部分としてとらえ，そ

れゆえ，会計理論を情報理論の一環として位置づけている。

23)脇浦則行『現代会計理論の基礎』森山書j吉， 1990年， 13ページ。

24)向上。

25)原田富士雄「会計情報論J黒沢清・染谷恭次郎・若杉明編『現代会計学の動向・ E・管理会計』中

央経済社， 1988年，所収， 238ページ。
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情報会計論と称される分野であり j，この情報会計論は「情報の利用者の意思決定に役立つ情

報提供を会計の基本機能として位置づけ，概念的に拡張された会計領域を統一的に説明しよう

とする理論であり，方法論の側面から ASOBATの補完もしくは敷街を意図するものとみなし

千尋るj26)のである。

さらに， ASOBAT以降の会計情報基準の議論について一石を投じたものに， 1980年にアメ

リカ財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards Board，以下 FASBと略〉が公表

した『財務会計概念、報告書・第 2 号・会計情報の質的特性~27) (以下第2号と略〉がある。周

知のように， FASBは， 1970年代から会計原則の基礎的概念構造の形成作業に精力的に取り組

み， 1978年 lこ『財務会計概念、報告書・第 1 号・企業による財務報告の目的~28) (以下第1号と

略〉を公表し，きらに，この第1号を補完するように，財務報告の目的にかなう情報の選択基

準としての会計情報の質を定義するために第2号を1980年に公表したのである。つまり，第2

号は，第1号で規定された「経済的意思決定に有用な情報の提供」とLけ財務報告目的を達成

するために，有用な会計情報を選択するにあたっての会計情報の費を定義しているのである。

そして，ここにL寸有用な会計情報とは「適合性」と「信頼性」の 2つの質をともにもつもの

と規定されている。それでは，この有用な会計情報としての適合性と信頼性という 2つの質は

乏のJ:うなものでもろうか。

まず適合性からみてみれば，第2号は，第1号の論理的延長上にあるので，ここでいう適合

性とは，意思決定にとっての適合性である。意思決定は，現在および将来に対して行われるの

で，会計情報の適合性には将来視点が入っている。これは，第2号で，会計情報の適合性の構

成要素として，予測価値，フィードパック価値，および適時性があげられていることからも明

らかである。この会計情報の適合性における将来視点の導入は，第 2 号では，気象予演~と財務

予測との類似点をあげながら必ずしも将来の事象そのものを扱L、それを予測するものでは

なく，過去およひや現在の事象についての会計情報を集めて，意思決定者の予測能力を改善する

ものとして位置づけられている。つまり， 1"このような予測能力の改善のプロセスは，予測あ

るいは見積といった将来視点を導入することになり， したがって，連合性の質は弾力的な情報

の導入を論理化するテコになヮているj2ののである。

26)向上論文， 239ページ。なお，わが国で最も早い時期に情報会計論を論じられた武田隆二氏は，情

報会計を「ある計算主体によって認知される対象または事象を，特定の情報利用者の意思決定に役立

つような形で，分類し，計量化することにより，これを伝達する過程であるとともに3 情報利用者の

意思、決定結果に係る情報ニーズを反映するための適切なメカニズムを含む」と定義されている(武田

隆二『情報会計論』中央経済社， 1971年， 6ページ。

27) Financial Accounting Standards Board (FASB)， Statements 01 Financial Accounting Concepts， 

No.2， Quanlitatωe Characteristics 01 Accounting lnlormation， 1980. 

28) F ASB， Statements 01 Financial Accounting Coπcepts， No. 1， Objectives 01 Financial Repoeting 
by Business Eπterpγises， 1978. 

29)加藤盛弘『現代の会計原則ご改訂増補版Jj森山書底， 1987年， 24ページ。
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他方，会計情報のもうひとつの質である信頼性についていえば，これは表示の誠実性，検証

可能性および中立怯からなっている。これらをみると，会計情報の質としての信頼性は，相対

的により確実な不備的な内容を意味するかのような印象を与えているが，基本的にはむしろそ

うではなL、。たとえば，信頼世の中心的要素である表示の誠実性は，測定あるいは表示しよう

とする「現象との一致」を基本としてし叩。しかし， この「現象との一致」というのは，実は

「収入・支出や法的権利・形式よ一定の結びつきをもっ近代会計上の資産・負債概念からのい

っそうの離脱が合意されているのであるJ3の。第2号では， I現象との一致」には実質が形式に

優先するとし、う考え方が含まれているし，また，現実の現象に確実性がない場合には，帽をも

っ評価や蓋然性による表示が現実の現象に一致するとして，見積や蓋然性による表示を正当化

しているのである。さらに，信頼'1主を構成する検証可能性は，客観的存在としての事実との一

致を保障するではなしに， I用いられた測定規則がなんであれ，注意深く，そして測定者の側

の個人的な偏向なしに適用されたということJ31)を保証するにすぎないのである。つまり，検

証可能性は事実との一致を保証するものではないのである。したがって， Iこのような内容を

もっ信頼性は，近代会計上の固有の資産・負債概念(残留原価や法的資産・負債概念と比較的

に強く結びついた〉から離脱する新たな会計概念(数〉の導入を論理化することであるJ32) と

し、える。

このように，第2号は，情報利用者指向的アプローチによる規範的な概念プレームワークと

して「会計情報の質的特性jを論じて tj:¥、るが，情報利用者の意思決定への適合性と予測能力

の改善とL汁論理のもとに，予測ないし見積とし、う将来視点を積極的に位置づけ，従来の近代

会計の理論的枠組みにとらわれずに，新しL、会計概念を論理化しうる会計情報の質論として展

開されているのである。換言すれば，会計情報を選択する基準すなわち会計情報の質として，

適合性と信頼性を位置づけているが，この適合性と信頼性は主観的・弾力的な内容をもってお

り，このことは伝統的な会計理論の枠組みをもってしては論理化できない新しい事象をなんと

か論理化するものとして機能しているのである。

3 会計情報論の持質

以上， ASOBATの公表をひとつの圃期とする会計情報論の展開を簡単にみてきたが，

で，これから昆出される会計情報論のいくつかの特質を明らかにしておこう。

にーに}

第 1に，会計情報論では，会計の情報性が強調され，会計情報が会計学の対象の座にすえら

れていることである。すなわち，会計情報論は，従来の企業における資本運動の過程したがっ

てまた利潤計算の過程を明らかにすることから離れて，コンピュータによる情報の測定・伝達

30)向上書， 24ページ。

31) FASB， ibid.， 1980， p-er. 83. 

32)加藤，前掲書， 25ページ。
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の正確性と迅速性を通じて，情報の有効性や適応性に目を向けている。企業における会計情報

は，本来，企業の資本運動を把握するための手段，または資本の運動過程を知るための資料に

すぎず，それを公表することによって間接的に企業外部の利害関係者に影響を及ぼすものと考

えられる。しかしながら，会計情報論では，利害関係者(情報利用者〕の多様な要求を満たす

ための多元的な情報の提供に重点がおかれることによって，資本概念ないし利潤概念に代わっ

て情報概念が会計理論の主役として位置づけられ，その結果，資本運動の把握の手段にすぎな

かった会計情報ぞれ自体が問的(対象〉化ぎれていろ。そのため，会計情報論は，ともすると

資本や利益などの本質の理解あるいは資本運動の法則性の把握とL寸社会科学としての会計学

の目的から目がそれ， もっぱら情報利用者の意思決定への有用な情報の提供に対する会計情報

の測党・伝達のための技術的合理性の追求に焦点を当てろのであろ。

第 2に，情報を軸にして会:11'現象を把握しようとする会計情報論では，会計情報の測定・伝

達のプロセスの解明としづ技術論が中心問題となっていることである。つまり，会計情報論は，

コンピュータの!日現としづ大量情報処理技術の影響に支配されて，会計を一種の情報システム

とみなし，その情報システムのなかでの情報の測定・信達の技術的合理性を追求している。し

かも，そのことによって，あたかも会計学が「中立的な」一般理論化であるかのように印象づ

けている。このような会計情報論の技術論的性格は， IIでみたように， r情報化社会」論が生

産関係視点を意識的に脱落させて生産力=技術を価値中立的なものとしてとらえ，またベJレの

hづ知識技術を合む情報技術によって資本主義社会の藷矛盾が解決できるかのような技術決定

論的思考に立っていることと多分に関連があり，その影響を受けているように思われる。

たしかに会計情報論は， r情報化社会」といわれる現代社会のなかで，コンピュータを主軸

とする大量情報処理・伝達技術の開発・普及によって変革が迫られている会計学のひとつの適

ιであろう。しかし， r重要なことは，会計学が一個の社会科学として人聞の問題解決のため

に，これらの情報理論や情報の処理伝達技術をいかに支け入れ，いかに関連づけ，学問として

の自律性をいかに獲得しようとしているかということであるJ33) という観点からすれば， r情
報化社会」に適応する理論としての会計情報論ははたして社会科学としての会計学としてとら

えることができるかどうか疑問である。というのは，前述のように，会計情報論は，実体概念

としての資本や利益をその対象とせず(したがって資本や利益の本質的理解や資本運動の法則

牲の把握は会計学の目的とされない)， 写像である情報を対象にし， 会計は情報利用者のため

に情報を測定・伝達すればそれで足りうるとL寸認識があるので，結果として，一歩誤れば単

なる情報の測定・伝達にかかわる技術論に堕する危険性があるからである。

第 3に，会計情報論は，前述のように OR，サイパネッティグス，行動科学，情報理論，

システム珂論などの隣妓諸科学を会計学に導入することによって構築されているが，その方法

33)長松秀志『現代管理会計J税務経理協会， 1977年， 28ページ。
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としていわゆるシステムズ・アプローチという自然科学的方法がとられていることである。シ

ステムズ・アプローチは，衛単にいえi:1:'，対象となる事物をまず諸要京に分解し，各詰要素を

関連づけて全体として総合する方法で，平面的なフレームワークのなかで事物の各諸要素の総

合的な相互作用の諸関連を示そうとするものである。したがって，これでは「対象(目的〉よ

りも方法(プロセス〉そのものが重視される。それゆえ，対象は実体でも探制でもどちらでも

よく，理論展開に適した対象が設定され，その対象lニ対する理論的前提〔実証理論における前

提〉は仮説として操作的に検証を通じて変更される」のである34)。このようなシステムズ・ア

プローチを方法とする会計情報論は， したがって，それが対象とする情報その自体の解釈や社

会的役割(誰がどのような目的で提供している情報かというような問題〕の解明を放棄し，情

報の測定・伝達のプロセスの解明を操作主義的に行うのである。

最後に，会計情報論は，会計を一種の情報システムとしてとらえ，そのために隣接諸科学を

会計学に導入し，また情報利用者の意思決定に有用な多元的情報の提供といっ目的に照らして，

その方法としてシステムズ・アプローチをとることによって，会計の領域哲三拡張するとともに，

従来の期間損益計算を特徴とする近代会計の処理Jj法の枠組みを越えた主観的・弾力的処理を

論理化していることである。

現実の企業にとって企業会計に対する要求は，一方で，企業内部の会計としては，依然とし

て資本の運動過程の把握や利益計算およびその利潤やその他の資金の運用などについての正確

で迅速な計算であり，そのための会計情報の提供である。しかし他方で，これがそのまま企業

の外部へ公表される会計情報の提供とはならず，外部への会計情報の提供に対する企業の要求

は，公表利益表示の情報操作を行いながら，それが歪曲したものではないとしづ理論と形式を

必要とする。会計情報論の現実的役割は，こうした外部への会計情報の公表における理論と形

34)向上書， 32ページを参照。

35)現在，コンビュータ会計といっても，手書き帳簿記録をパソコンを使ってコンピュータ処理に代え

ただけのいわゆるパソコン会計(主ぷ小零細企業で行われている〉から，大E訟の汎用コンビュータを

ホスト・コンピュータにして多数の端末機をオンラインで結び， リアルタイムで処理するネットワー

ク{じされた先進型の情報システムの中での会計システム〈主に大企業で行われている〉までさまざま

である。なお，コンピュータ会計の簡単な発展モデルを示せば，次の3つのレヘルでの発展であろう。

第 lのレベル一一会計伝票をインプットすることによって財務諸表をアウトプットするシステム

で，会計システム単独のコンビュータ化の段階。

第 2のレベル 営業，製造，購買などの現業業務のコンビュータ化が進んでいることを前提にし

て，これら現業業務でインプラトされたデータをコンピュータ・システムの中で自動的に会計システ

ムに振替えて使用する段階。

第 3のレペル一一現業業務システムのコンビュータ化領域の拡大とそれらシステム相互間の謁整と

統合が進展し，企業内のあらゆる経蛍データを一つの統合データペースに格納ずることが可能となる

状態で，その統合データペースを前提としたコンビュータ会計の段階。

コンピュータ会計のこうした3つのレベルの発展については，今井二郎「コンピュータ会計の展開

と先行会計情報J(I • 1I) WCP A ジャ一ナノレ~ 1991年3月号・ 4月号，を参照。
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式を合理化することにある。つまり，会計の主観的・弾力的処理を企業活動内容や会計内容の

公表=開示の見返りとして確保するために，会計情報論は理論的に役立つているのである。

百 コンビュータ会計研究の基本視角一一むすびにかえて一一

コンピュータ会計とは，伝統的に手記方式で行っていた企業活動の実体の記録・計算・報告

といった会計業務を，コンピュータないしそれと通信機器とを結合したコンピュータ・システ

ムを技術的手段として迅速かつ効率的に処理することである35)。ぞれゆえ，コンビュータ会計

研究とLづ場合，コンピュータに関連したハードウエアやソフトウエア(簿記・会計処理方法

のプログラム化〉に関する純粋に技術的な問題もその対象になることはもちろんではあるが，

これはあくまでもコンビュータ会計研究にとっては二次的・補足的なことである。むしろ重要

なことは，たとえば企業活動の実体の記録・計算・報告を伝統的な手記方式ではなくコンピュ

ータで処理すろこ主によって，会計の内容は変化しているのか，あろいは会計の社会的役割ば

変化しているのか， といったような問題を解明すること，すなわちコンピュータ会計を社会科

学としての会計学の研究分野のーっとして位置づけて研究することである。

とれまでに，ペルを代表例として「情報化社会」論を検討し，さらに「情報化社会」論の影

響を多分に受けて登場してきた新しL、会計理論としての会計情報論の展開とその特質を論じて

きたのは，コンビュータ会計研究に対するこのような問題認識があったからである。そこで最

後に，これまでの検討をふまえながら，コンピュータ会計を社会科学の一環として研究す.:5た

めの基本視角を提示することでまとめにかえたい。

まず最初に確認しておくべきことは，コンビュータ会計は，伝統的に行われていた手記方式

での会計の処理方法をソフトウエアとしてプログラム化し，それを利用して会計処理を機械的

に自動化するものであるので，コンビュータ会計といっても，その会計の処理方法は基本的に

は手記方式の処浬方法となんら異なるものではないということである。また，コンビュータ会

計は，たしかに会計処理(計算〉のプロセスを手記方式のように明示せずブラックボックス化

させるが，会計の処理方法が同一で、あれば，コンビュータ会計で処理されアウトプットされる

会計情報も手記方式から得られる会計情報も基本的には同ーのものである。つまり，コンピュ

ータ会計といえども，それは制度会計としてほ一般に認められた会計の処理方法に依拠するの

であって，その点ではなんら変化はないのである。したがって，コンビュータ会計の研究にお

いても，従来からの会計学の重要な課題である会計の処理方法その自体の理論的検討およびそ

の社会的役割の解明は依然としてそのまま残っていることを十分に認識しておかなければなら

ない。

また，この点と深く関連しているが，コンピュータ会計を研究するうえで密接な関係がある

会計情報論の現実的役割についても留意しておく必要がある。 Eでみたように，会計情報論は，
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その重点を従来の資本の運動過程(損益計算〕の解明から情報利用者の意思決定に有用な(会

計)情報の測定・伝達の技術的合理性の追求へと移動させ，またそれによって企業における会

計処理方法の弾力化を論理化する役割を担っている。つまり，会計情報論は，現実の企業とそ

れによる企業会計が損益原理に支配されているにもかかわらず，会計理論から損益原理を意識

的に排除しようとしており〈会計の中立的な一般理論化)，そのことによって外部への会計情

報の提供において企業が求めろ公表利益表示の情報操作のための形式と内容を合理化している

のである。会計情報論の現実的役割がこのようにとらえられるとすれば，コンピュータ会計に

おける会計情報が，コンピュータとL寸中立的な技術的手段によって測定・伝達された情報で

あるからなんの偏向もなく正しく信頼性があると考えるべきではなく，基本的には企業の資本

の論理に規定されたものであるということを認識しておく必要がある。

しかし，このような企業の側からの要求を合理化する面がある会計情報論およびその基礎と

してのコンビュータ会計も，その一方で，企業の社会的責任を明らかにするための経営内容の

公開とそれによる社会的統制の手段となる可能性がある。企業におけるコンピュータ会計を含

む情報システムは，たしかに資本主義的生産関係を維持・強化する手段ではあるが，他面では

生産の社会化の進展36)でもある。したがって，コンピュータ会計は，単に企業の利潤追求のた

めの子段としてではなく，企莱を社会的に管理する手段として利用できる可能性があり，この

点はコンビュータコ会計研究のひとつの課題として見逃してはならないだろう。

最後に，社会科学の一環としてのコンビュータ会計研究では，会計処理のコンビュータ化が

企業の諸活動にどのようなインパグトを与えているのかを検討することも重要な課題であるこ

とを指摘しておく必要がある。ここでは，その一例として，企業における会計部門の人員削減

や会計部門に残った人員の役割の変化といった点について簡単に述べておこう。

すなわち，コンピュータ会計の発展によって，外部への公表会計としての財務会計の自動処

理化が著しく進展している。これは，企業における会計部門の人員の大幅な削減を可能にして

いる。また，会計担当者の二極分化も進めている。すなわち，コンピュータ会計では会計の処

理方法はブラックボックスとなっており， したがって会計の専門的知識がなくてもただ会計デ

ータをインプットすることだけを行う単純作業会計担当者が出てくる(さらに，会計システム

を含む統合的経営情報システムが構築されれば，営業，製造，購買などの現業部門でインプッ

トされるデータが自動的に会計システムに振替られるので，これら単純作業を行う会計担当者

は不要になる〉一方で、，会計の専門的知識を活かして企業の発展のための最も重要なスタップ

的役割を果たす会計担当者が重視されるようになっている。しかも後者の専門的会計担当者の

業務の中心は，財務会計に関係する会計業務よりも，管理会計に関係する会計業務に移動しつ

つある。最近の企業問競争の激化にともなって，企業戦略の良し悪しが直接企業の存続・発展

36)敷田礼二・近藤禎夫編著『現代管理会計論』日本評論社， 1976年， 2ページ。
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を決定づけるようになっており，そのため企業の戦略や計画の立案と統制・管理のための管理

会計の重要性が増大してきているが，専門的会計担当者がこうした要請に応えることができる

のは，財務会計のコンピュータによる自動処理化によって余裕のできた時聞を管理会計情報の

作成に使うことができるようになったからである。

以上コンビュータ会計研究において留意すべきいくつかの視角を示したが，要するに最も基

本とすべきことは，コンピュータ会計およびそれに関連する理論や技法の技術的合理性の追求

とLづ技術論的視点だけに日を奪われるのではなく，常に体制関連的視点すなわち生産関係視

点に立ち返って人間にとっての技術のあり方を見つめなおすことである。




